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 学校学生生徒旅客運賃割引証（以下｢学割証｣という。）の取扱については、旅客鉄道株式会社各社

（以下「ＪＲ各社」という。）が定める「旅客営業規則」及び「学校及び救護施設指定取扱規則」の規

定によるほか、本取扱要領に定めるところにより行うこととする。 

 

１ 制度の趣旨 

学割証の制度は、学生生徒の修学上の経済的負担を軽減し、学校教育の振興に寄与することを目

的としたものである。 

 

２ 学割証の配付 

   独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）は、ＪＲ各社が定める学割証の様式を、

大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）並びに各都道府県及び構造改革特別

区域法第１２条第１項における認定を受けた各地方公共団体（以下「都道府県等」という。）に配

付する。 

 ② 都道府県等は、機構から配付された学割証の様式を、「学校及び救護施設指定取扱規則」第２条

第１項第１号及び第３号に規定された指定学校のうち所管する学校に配付する。 

 

３ 使用目的の範囲 

機構又は都道府県等から学割証の様式の配付を受けた学校は、制度の趣旨に鑑み、原則として次

の目的をもって旅行をする必要があると認められる場合に限り、学生生徒に対して学割証を交付す

るものとする。 

(1) 休暇、所用による帰省 

(2) 実験実習並びに通信による教育を行う学校の面接授業及び試験などの正課の教育活動 

(3) 学校が認めた特別教育活動又は体育・文化に関する正課外の教育活動 

(4) 就職又は進学のための受験等 

(5) 学校が修学上適当と認めた見学又は行事への参加 

(6) 傷病の治療その他修学上支障となる問題の処理 

(7) 保護者の旅行への随行 

 

４ 学割証の配付枚数の算定 

機構は、大学等又は都道府県等に配付する学割証様式の枚数を、大学等及び都道府県等における

毎年５月１日から翌年４月３０日までの学割証の使用見込枚数を基礎として算定するものとする。 

 

５ 学割証の使用に関する調書 

大学等及び都道府県等は、４の学割証の配付枚数の算定に必要な資料とするため、学割証の使用

状況及び使用見込みについて、学割証様式の新たな配付の必要の有無に係わらず、別に定める様式

により、毎年１０月３１日までに機構担当課に報告しなければならない。 

② 機構は、前項の報告をとりまとめのうえ、学割証様式の配付枚数をすみやかに文部科学省担当課

に報告するものとする。 

 

６ 学割証の追加配付 

大学等及び都道府県等は、機構から配付された学割証様式の数量に不足を生じた場合には、別に

定める様式に所定の事項を記入して機構に提出することにより、追加配付を申請することができる。 


